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いかなる制度といえども、それを必然化した社会的基盤の変動に応じた調整がなされないかぎり、やがて陳腐化し
て社会的需要に対応できなくなることは自明のことである。社会保障制度の分野においても、それが一応の確立をみ
（１） 
た第二次大戦以後、主として保障の普遍化と効果的保障化の二つの動向を基軸として、わが国も含めて各国ともたえ
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九○
ざる改善がかさねられ、変動する社会的要請への対応が図られてきたところである。
このような社会保障制度の進展の傾向のなかで、近年顕著な変革がなされつつあり、かつ世界的な注目を集めてい
るのはイギリス（とくに年金制度）である。一九六一年にはじまるイギリス年金制度の改正は、均一制から所得比例
制への転換を指向し、ペパリッジ原則の崩解と称されたが、さらにこの傾向の－そうの進展を図るものとして、一九
六九年一月には労働党政府から国民年金白書（ｚ囚言口巳のＥの目口目は。□四目のｏＱｍＥｐの員目Ｏの》可・己・の四一【・門
（２） 
の肖口］ロ胴の儲の｝胃のＱのｏｎ三ｍの０日】弓）が発表されることとなった。この趣旨をもった改正法案は、議会において保
守党との意見調整がならないまま総選挙に突入し、労働党から保守党への政権交替によって陽の目をみなかったが、
イギリスにおける社会保障の均一制から所得比例制への動向、少なくとも均一制に対する改革の動向は動かしがたい
（３） 
ように思われる。そしてこの動向は、従来均一制社会保障をとってきたスエーデン、ノルウェーなどの北欧諸国にも
（４） 
みられるところであって、均一制国に共通のものとなっている。
このイギリスに代表される改革の動向の重要性は、それが単に社会保障給付水準の引上げという量的改革のみなら
ず、社会保障の原理的・質的転換をともなっていることである。もちろんこうした転換は、最初から所得比例制をと
っている国（わが国も一応これに属するとみられる）には直接の関係はなかろう。しかしイギリスにおける社会保障
は、わが国のように過去の制度を発展的に引き継いできたものではなく、ナショナル・ミーーマムの確立をめざすペバ
リッジの明確、周到な理論体系のもとに抜本的にたてられたものであり、しかもその理論は世界で最初にあらわれた
完全に近い社会保障の理論としてあまねく承認されていたものであっただけに、そこに生起した原理的変化のなかに
は、社会の変動に対応する社会保障理論の変化の過程を如実に読みとることができるのであり、その変化の意義は、
この生存権に実定（憲）法上どのような内容が与えられるかは各国によって一三アンスのあるところであるが、わ
が憲法二五条一項は、「すべての国民」に対する「最低生活」の保障をその内容として規定している。すなわちわが
憲法上の生存権は、その対象としての「すぺての国民」Ⅱ普遍原則（□ロゴの円の畳ご）と、その保障内容としての「最
低生活原則」（の三三三三ロー一般には生存原則と呼ばれる）の二つの原則を基本としてい菜そしてこ
の一一つは、すべての国民にそれ以下に下りえない生活を確保するものとして、およそ国家的生活保障のもっとも基本
的、第一義的な原則とみられ、憲法が何をさておきこれを規定したのは当然のこととみられるのである・
さればこそ、この二つの原則は、ともにベパリッジの基本原則とするところでもあった。そしてこの二つをくみあ
わせるとき、社会保障給付の内容はすべての国民に共通な客観的最低生活レベルの保障となってあらわれるのであ
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九一
もともと所得比例制をとる国においても大いに注目されるべきものをもつのである。
今日における社会保障法の改革の動向は、ひとりイギリスに代表されるものにかぎらず、他の国においてはこれと
逆方向の動向もみられるところである。この二つの動向は合して各国における社会保障制度を国際的に統一化する傾
（５） 
向となっていることが指摘されているが、そこに、ペパリッジ以後一二○年を経て、ペパリッジを一歩進めた新たな国
際的に共有の社会保障法の体系や理論が形成されようとしているごとくである。そしてこの社会保障法の体系や理論
の変化は、社会保障法の根底をなす生存権、社会権、あるいは団体主義（○・］｝のＲご】の日）といった、国民の生活を国
（６） 
家を中心とした集団によって保障しようとする根本原理ｌ資本主義の進展とともに国際的スケールでじょｃょに形成
され、第二次大戦後とくに明瞭に確認されるにいたったＩ自体の変化の反映としてとらえることができるように思わ
され、
れる。
近年における社会保障法の発展の動向と生存権原理の進展
九一一
り、彼が均一制をとったこともきわめて当然のこととみることができる。すなわち、全国民に一定レベルの生活を保
障しようとするとき、その保障額は、当然に、受給者の過去の所得や、その時点での一般所得水準、所得格差などの
一般所得事情を捨象した、客観的に均一な額となってあらわれるのである。
そしてこのことは、普遍原則や最低生活原則といったかくくつの原則をはなれたとしても、およそ受給者の生活保
障を本質とするすべての給付についていえることなのである。水島密之亮教授はすでに戦前において、その名著「英
国に於ける労働災厄賠償制度の研究」のなかで労災補償の本質を「生活の確保」と把握され、その補償について、
「生活確保説の意味において正しく理解せられた生活確保は、業務傷病の後における生活そのものの保障であり、敢
（８） 
て事前の生活を問うものではない」とされて、賃金比例補償は本来その補償の趣］曰にそぐわないことを一示唆された。
すなわち給付の「生活保障」性は、その給付形態を当然に過去の所得と切断されたものに導くのであって（それが損
（９） 
車目賠償法理との大きな差となる）、私が別稿「労災保険における社会保障原理」において、生活保障を本質とする社
会保障としての労災保険では、その給付額は過去の賃金額とは無関係な基準がとられる必然性をのべ、その本質が損
失てん補である個別的使用者責任における補償と対比したのは、この水島説の影響をうけたものであった。そしてこ
のことは単に労災補償の分野にかぎられるものではなく、すべての生活保障給付に共通のことであり、したがって生
活保障たる社会保障給付は、基本的には、過去の所得を離れた、その給付時の受給者の生活確保を旨とした基準によ
、
、
、
、
、
、
、
るべきものと考えられる。しかも、「生活保障本来の論理構造は、やはり当然にその徐障さるべき標準的生活水準の
（、）、
観念を前提とするもの」であり、その標準的生活水準をみたす均一給付制は、生活保障給付の本質によく△□致した給
付形態ということができるのである。
しからば、上述のイギリスに代表される社会保障の均一制から所得比例制への動向は一体何を意味するのか・これ
が本稿起稿の直接の動機である。
後述のように、わが国をも含めて所得比例制をとる国は多いのであるが、この所得比例制社会保障の意義について
は、従来法理論上あまり深い吟味もなされてこなかったようである。しかし、最近のイギリスに代表される上述の動
向は、あらためてこの点について検討をなさしめる好機を提供しているのであり、そこでこれを機会に以下、均一
制と所得比例制、および前者から後者への移行の社会保障法上の意義をあきらかにし、あわせてそれ以外の世界の動
向をながめ、そこにみられる近年の社会保障法の体系や理論ないしその根底における生存権原理自体の進展の様相を
世界的視野のもとに考察してみたい。このことはわが国の社会保障の進路にもなにがしかの指針を見出すために意味
のあることと思うのである。なお、均一制といい、所得比例制といっても、具体的には各国でまちまちであるので
本稿の考察は、いわば理念型としてのそれらについてなされざるをえないであろう。
（１）○・℃の門口ロ》《白けの昏目Ｈの○ｍのＣＱ囚］の①２回ごど》目日の目四丘・ロ巳のＣＯ巨の①Ｃ員】ｑ宛のぐ】①言》（閂・の．ｍ・少）》乞宅》得・己．』ｌ・
高藤訳、社会労働研究一七巻一一一、四号九五頁以下。社会保障の現状の分析から発して、その将来を展望するすぐれた論稿で
あり、本稿はこれに負うところが大きい。
（２）国・言・の．○・》○日己・麗記・訳として週刊社会保障五○六号以下。
（３）保守党の反対は、とくに企業補足年金との関連であった。年金制改正に関するイギリス各党の見解については、］・国四ｍｍの》
員旧の｝ご［①亘目ｏＱｐの。曰く①日の目の貝亘］白已△口のの貝｝囚忌［・『日のこの一口、円巨【岸のｍＣＱ四一のご》ＣＨＳ〔の。、ご一》ご「Ｃ）Ｚ。．「
１ｍ》己・盆トー・に紹介されている。保守党は所得比例給付への完全移行には反対しており、すでに政権交替後別個の立場か
らの改正もなされ（社会保障年鑑七一年版一一一一一○頁参照）、その帰趨は予断を許さないが。
（４）北欧諸国におけるこの動向については、社会保障年鑑七○年版一一六一頁以下、同七一年版二五五頁以下参照・わが国の国
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社会保障制度、なかんづくその中核となる社会保険制度には一一つの。ハターンに大別されることが従来から指摘され
際的動向」（上村）参照。九四
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民年金も従来均一制をとってきたが、昭和四五年十月からこれに比例部分が付加されたのもこの流れに属するとみられる。
（５）］・］・□目の胃・ロメ》の円員忌の。、三の》己三℃．ごｍｊｏ・田①貝巨・ロ。。】【・》ご・『ｌ・高藤訳、前掲一○○頁。なお、より
広い立場から最近の社会保障制度の国際的動向を解説したものとして、社会保障年鑑七一年版五一頁以下、「社会保障の国
（６）生存権そのものの思想的えん源は中世にまでさかのぼりうるとされる（林・古賀「現代社会保障法論」一一○頁以下、註解日
本国憲法四八二頁）が、本稿でいう生存権とは、もちろん、資本主義社会を前提とした現代的意義におけるそれである。小
林教授は、生存権概念について、資本主義社会でもたれる改良主義的生存権、未来的な完全な生存権、そして両者の中間に社
会的生存権があるとされるが（「憲法の構成原理」一一九一頁）、本稿で問題とするのはこのうちの改良主義的生存権である。
（７）各国の過去および現在の憲法上の生存権条項については、角田、「社会保障法の形成と機能」（現代法、「現代法と労働」）
一一五九頁以下など参照。ワイマール憲法一五一条一項の「すべての者に人たるに値する生活の保障…：．」の表現は有名であ
るが、ソビエトにおけるスターリン憲法（一九一一一六）’一八条一項が労働権保障との関連で、労働の量および質に相応する
給付を保障していることは、生存権の内容が資本主義国よりも高いと評されている（註解日本国憲法四八六頁以下）。なお、
最低生活の保障を内容とするものを「生存権」、それ以上のレベルにおける生活保障を内容とするものを「生活権」と区別す
る立場も有力であるが（たとえば荒木「社会保障の法的構造」（熊本法学六号二頁以下））、本稿においては、生存権をこの
両者を含めた広い意味で用いる。
（８）同書一一一一八頁。
（９）社会労働研究
（、）村上氏の鋭屋
社会労働研究一七巻一・二号
村上氏の鋭く指摘されるところである。村上「労災補償の基本問題」二六○頁。傍点高藤。
社会保障における二つの。ハターソとその社会保障法原理
ている。一はヨーロッ．ハ大陸においてピスマルクの社会保険の影響を強く受けた多くの国にみられるもので大陸型
といわれ、他はイギリス、ニュージーランドその他の英語使用国と北欧諸国にみられるもので、福祉国家型といわれ
（１） 
る。大陸型においては、社会保険制度は主として一雇用労働者を対象とし、事業主との共同負担によって所得比例の拠
出・給付をなすのを通例とするが、福祉国家型においては、あまねく国民一般を対象とし、均一制をとるのを建前と
（２） 
する。この意味で福祉国家型は平等主義、大陸型は能力主義に立つといわれる・
社会保障制度は、あるていどの国際的影響力を受けつつも、それぞれの国の沿革や国情などに応じて発展をみせ
そこにおのずから一一つの系列が形成されてきたものであるが、目下の問題は、この一一つの型の差異の端的なあらわれ
である所得比例制と均一制の間に、社会保障法原理にてらし、どのような差異があるか、またこの二つの型にいかな
る評価を与えるべきかである。
この社会保障法原理じたい、いまだ必ずしも十分に解明されているとはいえない現状であるが、社会保険法に関し
ていえば、それは市民法原理たる私保険原理に対する社会法的修正と、社会法独自の原理の樹立としてとらえうる。
すなわち社会保険は、被保険者たる国民の生活保障を達成しようとする社会的目的をもつ国家的保険として一般私保
険と識別されるが、これゆえに社会保険法は社会法に属し、給付と拠出との関係における、収支相等の原則、給付反
（３） 
対給付均等の原則、保険契約者平等待遇の原則といった一般私保険原則を修正し、社〈云法原理たる「扶養の原理」が
（４） 
代置されることになる。この扶養の原理によって、とくに、拠出が危険率と保険金額に対応すべき給付反対給付均等
の原則を破り、そのいずれにも対応しない拠出があらわれることになるし、その結果として、同一の条件のもとでは
被保険者を平等に扱うべき保険契約者平等待遇の原則も破られるのである。
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両型の基本的な差異は右のようなところではなく、均一制が最低ないし標準的レベルでのすべての国民の生活保障
を意図すること、換言すれば絶対的生活需要としての「－－１Ｆ」の充足の原理に立つのに対し、所得比例制は過去
の所得の喪失に対する穴うめ、すなわち「損失てん補」的構造をとることにあると認められる。すなわち均一制は、
受給者の受給前の過去の所得や生活を問うことなく、もっぱら受給者の受給後における－－１Ｆに着目し、これを充足
しようとする国家的配慮が働いているものと認められるに反し、所得比例制においては、逆に受給後の受給者の一一Ｉ
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九六
しかし、こういった拠出と給付に関する社会保険法の社会法的特質から形式的にみただけでは、所得比例制、均一
制の一一つの型の間に相違は見出しがたいようである。まず拠出が個々の危険率に対応しないものとしてあらわれてい
る点で両者は共通である。所得比例拠出を建前とするわが国の制度も、労災保険をのぞき原則的に各被保険者に一律
の保険料率が設定されているし、均一拠出制をとるベハリッジ構想においても、それは「危険のプール化」として彼
（５） 
が強調したところであった。ここでは、各人のもつ事故発生率の差異は捨象され、すべての被保険者が同一の危険率
にあるものと擬制されるのであって、ここに社会保険法に独特の社会法原理が両型に共通にみられるのである。
また拠出と保険金額との対応性については、わが国の原則的形態にもみられるように、所得比例制は、建前として
拠出、保険金額ともに被保険者の所得に比例し、この点は私保険原理の温存と認められるが、この関係は均一制のも
とでも同様である。ベバリッジは、ナショナル・ミーーマムたる国民の最低生活水準を確保するために均一給付制を構
（６） 
想し、これを受給者が権利として受ける前提として均一拠出をうち出したのであり（国口庁円昌の０．口庁ｄ宮国・ロ命・円
旨庁門昌のすのロの辱）、この給付と反対給付の対応性を維持したことにはむしろ強い拠出原則Ⅱ私保険原理への固執が
み
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ドの充足とは無関係に、受給前の過去の所得の損失のカバーの形をとっている。もちろん、均一制においても所得比
例制においても、その均一額や比例率（所得代替率）の定め方いかんによっては所期の目的を達しえないことになる
（７） 
こともあるが、構造原理としては右のような差異を見出しうるのである。
こうしてみると、均一性は公的扶助に近く、所得比例制は私保険に近い。この点、均一制をもって、均一保険料と
（８） 
いう形で、実質的には人頭割に等しい目的税で賄う「社会扶助」とみる見解は傾聴にあたいする。均一制は、受給者
にともかく一定の生活保障をなそうとする国家的扶養の原理が強く働いているのに、所得比例制においては、間接的
に受給者の受給後の生活保障を期待するとはいえ、直接にはこれを保障する意図はなく、単に過去の所得Ⅱ拠出の高
い者には高く、低い者には低く給付をなすのみである。こうして、均一制は社会法原理をより強くもち、所得比例制
は市民法的であるともいえよう。そしてこの均一制は、生活保障、なかんづく最低生活原則を内容とする生存権原理
によく適合した生活保障形態であるとみられることは前述のとおりである。
Ｊ・Ｊ・デュペイルーは、所得比例制（大陸型社会保障）について、そこには、社会のそのメンバーに対する第一
次的、優先的責任の原理のかわりに、各人はその労働によってうるもの以上の権利をもたないという思想があり、各
（９） 
人の能力や寄与が重視されて、それとの関連で権利の条件や内容が定められると指摘する。すなわち所得比例制は、
給付を受給者の能力Ⅱ拠出に比例させようとする考え方を根本とするとされるのであって、ここに大陸型所得比例制
が能力主義にたつといわれるゆえんがある。しかし、もし所得比例制の意味をこのように解するならば、それは何ら
の扶養の原理のみられない私保険原理そのものであって、社会法原理はほとんど見出しがたい。そして市民社会的、
個人主義的能力主義から生ずる矛盾の解決を図るものとしての社会保障法の体系にそれがはたして合致するものかど
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、
、
、
、
もっとも均一制が社会保障法原理によく合致するといっても、それは均一給付についてであって、均一拠出につい
ては問題がある。これは一般税法理論からしても「逆進課税」としての批判をまぬがれないが、ましてや被保険者間
の相互扶助的原理（潜在的扶養性）が支配して当然の社会保険においては受けいれがたいところであり、これがイギ
リス社会保障給付額を低下させ、均一制全体を崩解に導いたのも（後述）無理からぬところであった。その均一給付
をなすための財源については、被保険者間の相互扶助関係が導入され、拠出については所得比例でゆくべきものと恩
このようにして、私見によれば、最低生活原則に立つ生存権原理のもとでの社会保障においては、所得比例拠出
、
、
、
（ないし累進的拠出）、均一給付が理論上もっとも妥当な形であり、一」れが拠出原則に立つ所得保障制度の原型である
（、）
と解するのである。そして、資本主義社〈言を前提とする生存権概念（小林教授の「改良主義的生存権」）においては、
前述のとおり、まず国民に対しその生活がそれ以下に下りえない一線を怖保すること、すなわち最低生活原則は、も
っとも基本的、第一義的生活保障原理と解されるがゆえに、均一給付制は、資本主義社会での生存権を背景とする社
会保障に第一義的に導き出される給付形態ということができるであろう。
われる。
（１）「大陸型」、「福祉国家型」の類別については、たとえば、社会保険事典四一一八頁以下参照。
（２）所得比例制はＩＬＯ六七号勧告（’九四四）一一一一一条のとるところで、この一一つはベバリッジ原則とＩＬＯ六七号勧告の原
則との対立としてもとらえられるが、Ｇ・・へランは、後者もベバリッジの保障、責任、自由の一一一原則に矛盾しないとする
（倉応呂の旦日］のｂロ国津昌呂８【の。喘のｏｎ巨の①２口ご薯ご閂日の目員〕・日］Ｅご・貝幻のぐ】のゴマこ＄》⑫》や・四ｓ）。この一一つの型
では、今日における、イギリスに代表される均一制から所得比例制への移行は、生存権原理あるいは社会保障法原
理にてらし、一体どのように理解されるべきか。そして、私保険的損失てん補の構造をとり、生活保障原理、なかん
九
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の発達の歴史的過程や構造原理の差異および現在の動向については、〕・〕・ロ巨ロの胃・頁》・で・・岸・》ご」Ｅｌ。
（３）これら私保険の原則は保険学あるいは経済学上いわれる原則であるが（名称および概念については主として庭田「社会保
障の理念と保険の原理」（季刊社会保障研究二巻三号一一一頁以下）によった）、保険契約における基本原則として法的にも意
味をもつ原則、しかも私保険契約が市民法上のものであるところから、市民法的特質のものと認められる。
（４）吾妻教授は、本来保険学上の概念である「扶養の原理」を援用され、私保険Ⅱ市民法原理に対し、これを社会法ないし労
働法原理として把握されて、社会保険法ないし社会保障法に対する法理論的アプローチの基礎とされているが（「社会保障
法」九頁以下）、私もこれに従う。
（５）ベパリッジ報告「社会保険および関連サービス」一一五、一一六項、山田鑑訳、一五頁以下。
（６）「拠出者の資力には関係なく行なわれる拠出として、給付の費用の大部分が支払われることは、資力に関係なく行なわれ
る給付に対する請求の確固たる根拠である。」（山田鑑訳、前掲一一一一頁以下、一一一項）。
（７）これに対し荒木教授は、両者を理論的に同一の基礎に立つとみられる（「社会保障の法的構造」（熊本法学六号一一八頁）
が、両者の両者の根本的差異が看過されていると思われる。
（８）固くの一宮の三・国貝口のの見解で、近藤文一一「社会保険」（昭胡、岩波）一一七九頁以下参照。
（９）〕・］・ロロ己①ご帛○巨〆や。□・口【・》ご・Ｓ「・
（Ⅲ）これが実現されている例はオランダで、「ベバリッジとピスマルクのかけあわせ」と評されている（］・］・ロ息の胃。貝》○℃・
三・も．＄）。またイギリス労働党の年金法改正案に対する保守党の対案では、年金における均一部分を存続させつつ、拠出
面では所得比例制が主張されているもようである（］・国四のｍの》・ロ・日【・》ロ・雷、）。
一一所得比例制の社会保障法上の意義
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一○○
づく最低生活原則を内容とする生存権原理とは直結しないとみられる所得比例給付制は、国民の生活保障を理念とす
る社会保障法にどのような意味において合致するかである。
この後の点についての一つの見方は、「法が損害賠償法的に規定せらるる（賃金比例給付を指すｌ引用者）とは、
損害ｌ収入減又は支出増の程度を似て生活不能程度の唯一の．若しくは主要なる徴懸と観る法の一見地の謂ひであり、
（１） 
損害賠償そのものを規定するとは全く相異る」との水島教授の見解である。教授は、前述のごとく生活確保たる補償
は受給者の事前の生活をはなれた事後の生活保障であると把握されるが、多くの立法例が教授によって生活確保とみ
られる給付について賃金比例制をとっている現実に対し、「補償請求権が損害賠償請求権に非ることは、必ずしも実
（２） 
際にそれが損害賠償法的に規定さるることを妨げない」として右のように賃金比例給付を生活保障的性格のものと理
解されたものである。これによると、損害額をもって事後の生活不能程度の徴葱とみるのであるが、これはいささか
牽強付会の感を免れない。のみならず、こう解すれば教授がせっかく生活確保としての給付を受給者の「事後の生活
保障」として、「事前の生活保障」としての損害賠償と対比されたこと目体を無意味ならしめるであろう・
この所得比例制の理解のためには、均一制からこれへの完全移行を意図した前記イギリス年金白書をみるのが早途
であるので、以下それが出された経緯および内容を検討することとしたい。
イギリスに所得比例制が導入されたのはすでに一九六一年のことで、このとき、一九四六年に成立した国民保険法
の均一制年金に対し、それに付加される所得比例年金制の発足をみた。この結果、年金は均一部分と所得比例部分か
らなることとなった（もっとも、この法定所得比例年金を上廻る職域年金に加入する者についてはその所得比例制は
適用除外された）が、一九六六年に至って、この所得比例制が疾病、失業などの一部の短期給付にもおよぼされるこ
と
と
な
っ
た
。
られている。
⑪受給権は、拠出金払込みによって得られるべきこと。
②給付および拠出は拠出者の所得に比例すべきこと。
③給付は、通常、他に資産がなくても生活できるものであること。
側給付は物価水準および一般生活水準双方における変動が考慮されるべきこと。
⑤婦人も男子同様の拠出をし、同様の給付を受けるべきこと。
⑥賦課方式によって運用されること。
、国家制度は職域年金とあい提携すること。
⑧職場を変更する者は、その得た職域年金受給権を法的に保障されること。
このうち白書にとっても、本稿にとっても重要なのは回であるが、これについての具体的構想は、拠出については、
国民平均所得のおよそ一・五倍に相当する線（週一一一一一一ポンド）を上限とする所得に対し、退職金のための被用者の拠
出率は四・七五％（社会保障全拠出率は六・七五％）であり、使用者負担率は上限なしに賃金総額の四・五％（社会
保障全拠出率は被用者同様六・七五％）と予定されている（白書五五’五八項）。また給付額については、受給者の
全就業期間の平均所得について、全国平均所得（一九六八’四現在で週一一一一ポンド五シリング）の半額にあたる部分
までの六○％と、半額以上前記所得上限額までの部分の一一五％との合算額とされる（白書六四項）。これにさらに所
得比例または均一額の夫婦加算、被扶養児加算、寡婦手当、母子手当などが加算されるのである（白書六八’八一
一○一
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六九年の白書は、この傾向をさらに完成させようとするもので、改革の骨子として、つぎの八点があげ
さて、このような提案がなされるに至った動機は、直接には均一性が現実のニードのカバーの面においても、財政
的にもゆきづまったことである。均一拠出は貧富の差にかかわらず一律の拠出を強制する関係で、どうしても低所得
者にも応じられる低率で定められざるをえず、この結果として給付水準もいきおい低率とならざるをえなかった・ペ
バリッジは年金額として他に資産なしに最低限度の生活ができる額を想定したが、制度発足後日をふるとともに、そ
れが彼の最低生活原則が達成できないことがあきらかとなった。この均一制のもつ弱点に加えて、年金受給年齢をこ
える者の割合の増加と、ペバリッジの完全年金支給を一一○年後とする案を採用せず、当初から完全支給にふみきった
ことが財政を破綻におとしいれた。一九六一年以来の所得比例制の導入は、この年金制の危機打開策としてであった
が、これによっても、財政的にもニード充足の面でもさしたる効果を発揮せず、ここに完全所得比例制（被用者につ
いてであるが）が提案されることになったものである（以上白書一章）・
所得比例拠出は低所得者の負担を軽減しつつ拠出総額を増加させ、その後も所得水準の上昇に応じて自動的にこの
増加に作用し、制度の財政に浮揚力を与えるという大きな財政的効果があるし（白書二九項）、また所得比例給付は、
おのずからに限界のある単なる均一給付水準の引上げよりも給付水準の低位性に処するに強力となるのである。しか
しここで注目すべきことは、そのような必要性から構想された所得比例制が、従来の均一性に対し、社会保障原理上
の大きな転換をともなっているということである。すなわち、所得比例制の採用によって、従来の社会保障法の基本
原理そのものが根底から変更されているのであって、このこと自体について、白書はつぎのような重要な説明をして
いる。 項）。
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○ 
「給付を個人の所得、つまり個人の稼働時の生活水準に比例させる原則は、すでに他の国の社会保障制度に広くと
られているところである。大部分の人は退職によってその生活が若干低下することはしのばなければならないとはい
え、それにはときとしてたえられないような限度がある。稼働時の所得が低かった場合には、その生活水準を下げる
余地はあるとしてもほとんどしれたものである。所得の高かった人はその余地は大きいであろう。しかし彼らには、
若干の調整はできるにせよ、それを放棄するには大きな心理的、社会的負担をともなう習慣と期待の型ができている
であろう。人々は日頃の資力に応じて住居を選定しており、それにともなって家賃、地方税、修復費といった支出の
みならず、たとえば地域活動への参加のような、彼らの身のまわりの社会生活から生ずる出費をも負担している。退
職は、それ自体社会的、心理的に調整のしにくい時期なのである。こういったすべての理由から、年金は受給者の過
去の所得に比例させる必要があるのである。」（白書一一七項）
ここに、単に財政的危機打開や給付水準引上げの目的とは別個の、所得比例制への移行自体の積極的理論が示され
ている。すなわち、ここにあきらかなことは、白書が受給者の退職前の所得水準Ⅱ生活水準における格差、個人差を
承認し、そのうちの相対的に高水準にある者の立場を念頭におき、その者の退職による急激な生活水準低下の心理的、
社会的苦痛や負担を考慮して、極力受給者の従前の生活レベルを維持させようとする意図である。
しかも、ここには、必ずしも前述のデュペイルーの指摘する意味での能力主義の思想はないようである。白書の所
得比例制への思想は、右のような観点からの受給者の従前の生活維持を図ろうとするものであって、給付額を個人の
経済的能力の表徴としての拠出力Ⅱ拠出額に比例させようとする原理（保険金額を保険契約者の拠出能力にゆだねる
私保険原理に通ずゑに立つとは認められない。むしろ右のような受給者の従前の生活維持を図るためにまず所得比
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一○四
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（３） 
例給付制が導かれ、その受給権取得の前提として所得比例拠出制が導かれたものとみられるのである（白書二九項）。
（４） 
このようにして、イギリスの白書の一示すところによれば、所得比例制の本質は、「生活維持原則」と把握すること
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
ができるであろう・それは、国家が所得保障給付の受給者に対し、極力従前の生活水準を維持させようとする原理に
立脚するものとして、やはり国家的生活保障の一形態とみることができる。前述のように、所得比例給付制は「損失
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
てん補」的外形をとるが、それは、損害（逸失利益）のてん補そのものを本質的目的とする民法上の損害賠償原理と
はまったく別個のものであることはもとより、また一般私保険にもみられない右のような意味での国家的生活保障を
（５） 
本質とするものである。そしてこの所得比例給付を前提とし、それを基礎づけるために所得比例拠出が導かれるので
あって（所得比例給付に対して均一拠出はありえない）、その逆ではない。
このように解することによって、われわれは国民の生活保障たる社会保障制度における所得比例制の意義と、その
社会法的枇椿を正しく理解できるのである（もっとも、これに対し問題がなくはない点については後述）。もちろん
所得比例制は均一制に比して私保険原理に近い点は前述のとおりである。しかしこの社会法的性格のゆえに、イギリ
ス白書の構想のように、所得比例は単純な比例ではなく、また拠出の基礎となる所得および給付双方の上限制、各種
加算制、スライド制などが導入され、一般私保険とは異った様相を呈することとなる。
さて、このように所得比例制の本質を社会法的、特殊「生活維持原則」とみれば、社会保障における均一給付制か
ら所得比例制への移行は、「最低生活原則」から「生活維持原則」への移行としてとらえうる。国民に対する国家的な
生活保障には、実は一一つの形態があったのであり、一は最低生活原則に立ち、他は生活維持原則に立つ。前者は国民
にあまねく最低限度の生活を保障すること、換言すれば、客観的ニード充足の原理に立ち、そこから当然に均一給付
制を導いたが、後者は客観的－－１Ｆ充足の観念をはなれて、ともかく受給者の過去の生活水準に相応した生活を保障
するものとして所得比例の形をとる。そして前者は全国民を通じて客観的な最低生活水準を標準とするが（平等性）、
後者は生活水準の個人差の承認（個別性）を前提とする。
こうして、生活保障における二つの形態は原理的に根底から異るものであるが、生活維持原則Ⅱ所得比例制が最低
生活保障から脱して、より高い生活水準の確保を図る面をとらえれば、最低生活原則Ⅱ均一給付制よりも前進した形
態ということができる。もとより、所得比例制におけるその所得代替率の定め方や、給付額の上限の設定によって、
それが現実に完全に過去の生活水準を確保できるとはかぎらないが、構造原理としては従前の生活維持を意図するも
（６） 
のであるばかりか、この原理は将来における百％の所得保障を指向するものである。少なくとも失業、疾病等の短期
給
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て
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ところで、前述のように私は社会保障としての生活保障の第一義的、基本的形態は最低生活原則Ⅱ均一給付制にあ
るとみたが、そこからこの生活維持原則Ⅱ所得比例制への進展は、いかなる社会的背景のもとに要請されたのであろ
うか。この点について、Ｖ・ジョージはこう説明する。すべての国民に均一に給付する要求は、国民が同じような生
命の危険と貧困のもとにあった戦時中や、配給制や耐乏の状況下にあった戦争直後において適合したものであったが、
より豊かとなった五○年代、六○年代にはやがて色あせてきた。賃金の上昇と多様化、その生活水準がつねに向上す
る希望のある労働を求める労働者の要求とともに、人々がその所得を消費する仕方も多様となってきた。このことは、
結局多様化された社会保障給付を求めることともなる。彼らの生活が大部分平等でないのに、なぜ所得の喪失や中断
のときだけ平等のいつわりの状態におかれなければならないのかはまったく理由がつかない。職域疾病、退職制度は
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一○六
しだいに賃金比例給付をなすに至っている。また貧困の観念にも変化があり、固定的なものでなくて相対的なものと
みられるようになっている。貧困の内容が一九世紀と今日とでは異るがごとくに週三○ポンドの所得者と、一○ポン
ドの所得者とではその貧困の内容は異る。彼らの日頃の生活水準の差に応じて、その所得喪失ないし中断時の義務や
（７） 
希餌奎も異る。給付は彼らの所得と関連をもたされることによってはじめて意味があると。
この考え方のなかには、一九四五年のフランス社会保障計画の立案者Ｐ・ラロックが所得比例制を採用するについ
て、「この方法は、給付を各人の地位に対応させようとする希望と、保障は、一人の労働者にとって満足な保護とな
るような手当も他の者にとってはまったく無価値となるような、各人に同一の仕方でなされなければならないもので
（８） 
ないということの理解をはっきり一示すものである」と述べていることと通ずるものがあるが、これにはただちに賛成
することはできない。ここにはいわゆる平均的正義よりも配分的正義を重視する思想がみられるが、今日にいわれて
いる貧困の相対性からは、貧困の解消は貧富の差の解消に向けられるべきで、社会保障法はかかる方向での貧困問題
解決をも図るべきものであり、この法の分野において、はたして平均的正義を去って、生活水準の不平等の是認と固
定が認められるかである。事実イギリス労働組合内部においても、所得比例制移行について、それが社会に現存する
（９） 
不平等の延長であるとする批判もみられるのであり、この不平等性の点は所得比例制の大きな問題点であろう。
しかしそれとともに、社会保障の形態が時代の変遷にもかかわらず固定されることの不合理さにも反省がなされな
ければならない。まことにＶ・ジョージの指摘のように、最低生活原則Ⅱ均一給付制は、戦勝国、戦敗国いずれにお
いても国民総窮乏の時代であった第二次大戦直後においてよく適合した生活保障形態であったのであり、ここにベバ
リッジ・レポートが当時絶賛を博したゆえんがあった。しかしその後の経済の復興にともなう賃金水準、生活水準の
上昇は、もはやその保障形態を維持することを時代おくれと感ぜしめる。もちろん賃金水準の上昇は手ぱなしで楽観
視できないにせよ、戦争直後からみれば格段の上昇をきたしていることは事実であり、この上昇した段階においては
過去の生活保障原理を時代の要請に合致しないもの、あるいは陣腐なものとしてさえ感ぜしめるのはやむをえないと
ころであった。そして所得比例制の欠陥は、後述の給付額の最低保障制の充実や最低賃金制その他の施策によって、
別途、是正されるべきものとも考えられるのである。
こうして、イギリスの例からすれば、所得比例制Ⅱ生活維持原則は、「戦後」を脱した社会が当然に求める生活保
障原理として登場したものである。最低生活原則を社会保障の第一段階に対応するものとすれば、生活維持原則はそ
の第二段階に対応するものといえよう。そして、ラロック・プランのように先見の明をもって自覚的に、あるいはピ
スマルク型、大陸型社会保険の無意識的な受継のもとに当初から所得比例制をとった国においても、理論的にはそ
、
、
、
、
、
れが第二段階に属するものである二」とをイギリスの改革の動向が教えるのである。
このように、時代の変遷の要請として、社会保障に大きな原理的転換が求められるのであるが、このことは、その
根底にある生存権原理自体の内容的進展のあらわれとしてとらえられる。生存権の内容は固定したものではなく、時
（皿）
代とともに流動的であって、右にみた社会保障の発展は、この生存権の内容が最低生活原則からそれ以上のものに前
進していることの反映である。国家に対する国民の生活保障の要求の内容は、社会の進展とともに高められているの
（ｕ） 
であり、△Ｔ日の経済社会発展の段階ではもはや最低生活原則にとどまることはできない。わが国についていえば、単
に最低生活原則のみを宣明するにとどまる憲法二五条一項のみでは今日における国民の生活保障についての時代的要
求を完全にみたすものでないことはあきらかである。改めていうまでもなく、われわれは、今日において憲法一一五条
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一項が生存権のすべてであると解してはならないのであり、この裏にさらに広い意味において暗黙のうちに存在する
生存権原理とそのダイナミズムをみなければならないのである。
ところで、こうした生存権ないし社会保障法原理の進展の傾向のなかにおいて、第一段階としての最低生活原則は
完全に第一一段階たる生活維持原則のなかに昇華し、解消されて、その意味を失ってしまうものであろうか。答は否で
ある。それはいままでに述べたイギリスに代表される改革とはまったく逆の方向において世界にあらわれているもう
一つの改革の動向に示されている。節を改めよう。
（１）水島、前掲書二一一一一一一頁。
（２）同前。
（３）「所得比例給付の原則は、つぎに、拠出も所得比例でなければならないことを意味する。高所得者に対する高給付は、受給
者が制度に高拠出をし、またしたと認められた場合にのみ正当とみられる。」
（４）負田口ロ日ロの。、三巴貝のロ山口◎の。【勺円のぐ】・口のの国己囚己・【口ぐ】口、》・》均一性Ⅱのｇの】の（のロ、の甸国ごＱご］のに対する所得比例
制の本質のとらえ方として、すでにＩＬＯにおいてもとられているところである（円Ｐ患○豆の＆ぐのの囚己言曰亘ｐＢ
ｍＳ口合ａの。〔の。Ｑ巴の①自国耳菖（巴ご）ロ・色Ｉ）。
（５）同様に現象的には「損失てん補」の形をとっても、民法上の損害賠償原理によるもの、一般私保険（損害保険）における
もの、所得比例社会保険におけるものはそれぞれその本質を異にすると解すべきである。民法上の損害賠償と私保険におけ
るものを同質にみるか否かは主観主義ないし相対主義と客観主義ないし絶対主義の対立がある。後説は、保険を「生じた損
害の填補そのことを本質的内容とする義務」であるとみるに反し、前説は「保険制度の本質的目的たる危険負担の実現方法
としてなされる金銭給付約束にもとづく金銭支払義務」として両者の本質を異るものとみる。前説の立場（大森「保険法」
（法律学全集）五七頁以下）に賛したい。私保険と社会保険との差も微妙である。大森教授によれば、保険制度の本質的、
窮極的な機能としての経済生活の不安定の除去、軽減という機能が、保険事故によって生ずる損害の填補の約束という具体
的な形であらわれる（保険の第二次的な特質）とされるが（同五六頁）、その具体的な形としての「損害の填補」の本質が、
前掲書二一一一一一一頁。
以上のイギリスを代表とする最低生活原則から生活維持原則への動向とはまったく対称的な、そしてそれに劣らず
重要な動きは、最低生活原則充実のために世界各国でとられている措置ないし制度である。すでに社会保障給付に所
得比例制をとる国においても、給付額を単純に拠出額に比例させず、それに最低額の保障をなし、所得（拠出）比例額の
（１） 
（２） 
下支えとする制度をとる場合が多いのであるが、一九六五年のイタリアの社会年金制にみられるように、この給付に
（３） 
何らかの形で最低保障をしようとする傾向が強まっているようである。このような最低保障制（三」ロ冒巨日勺のロの〕・ロ）
は、制度の新設により、または被保険者の雇用期間が短かかったり不安定であって、正規の受給資格を得るに足る拠
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社会保険にあっては社会法的、特殊「生活維持」である点で一般私保険と異ると解するのである。しかし前述のように所得
比例社会保険が私保険原理に接近していること、さらに私保険においてももともと「経済生活における不安定の除去」を本
質としていることから、その差はあまり大きくないことはたしかである。
（６）○・勺①ｑご》負目丘のご白円の。【のｏｎ三ｍ①目三】ご》高藤訳前掲六頁。
（７）「・の①○門、の》《《のＣＱ囚］の①Ｏ巨国ご坤団のぐの国□ぬのロロロロ津の吋》》》己．②①．
（８）句・旧四儲。Ｐ巨の》（（句ＨＣＢのＣＱ囚］ＨｐｍｐＨ四口、の８のＣＱ囚］の①Ｏ巨円岸弓固く○」ロは。□甸口甸局山口Ｏの》》》目ロ【のＨｐｇ】○口四一田回す。ｐＨ宛のぐ］のゴ『》
尼監．］目の》ロ・切筐。なお、ラロックの社会保障法思想については、上村「ピエール。ラロック」（季刊社会保障研究六巻四
号）にくわしく紹介されている。
（９）「・の①○ｍの》○℃。、津・》己・誤ｌ・
（皿）この生存権の内容の流動性について、我妻教授は、生存権は、「正に時代と場所との産物」とされる（「新憲法と基本的人
権」二一一頁）。
（ｕ）この傾向は、将来においては第一一段漕をこえてさらにそれ以後Ｄ変呰がいあらｂｈｗること彰而一当瀧こ予息昨」し、ｏろ。
三最低生活原則拡充の動向とその今日的意義
将来においては第二段階をこえてさらにそれ以後の段階があらわれることを当然に予想せしめる。
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出期間のない者や、その者の過去の所得が低く、所得比例給付では満足な給付額が得られない者について、最低の生
（４） 
活保障をするためのものとみられる。すなわち最低保障制は、ニード充足の観点をはなれた所得比例制の私保険原理
に近い性格からくる欠陥を、被保険者の最低生活保障、すなわちニードの充足の観点から補正しようとするものであ
って、まさに最低生活原則の発露とみることができ、また均一制におけると同様、公的扶助的な性格をおびるものと
認められる。むしろ、現実のニードに着目して厳格な拠出原則を緩和し、その拠出額の多寡や拠出期間の長短にかか
わらず一定額を保障しようとするものであるゆえに、イギリス的均一制よりも一層公的扶助に近いものがみられる。
そしてこの制度の延長上に、わが国における国民年金法の老齢福祉年金その他の福祉年金にみられるような無拠出
年金制が出現する・これは、拠出がない場合においても受給者に一定の生活水準を確保させようとするものであり、
実質的にはもはや公的扶助と異らない。ただ発想的、沿革的には「社会保険の公的扶助化」の極限としてとらえら
れ、そのえん源を社会保険にもつ点で、古典的救貧法にえん源をもつ伝統的公的扶助と異る。そしてわが国民年金法
の福祉年金にみられるように、その受給には所得調査で足り、資産調査を要せず、また補足性の原則もないという特
（５） 
色をもって、古典的公的扶助と概念上区別されることになる。この特色によって、無拠出年金制は伝統的公的扶助に
（６） 
一歩を進めた、より近代的な形において最低生活原則の確保を図る、よりすぐれた扶助制度とみることができる。
わが国においても今年（昭和四七年）一月から実施されることになった児童手当制も、原理的には右の無拠出年金
の流れに属する。現在わが国をのぞいて世界六一一ヶ国で実施されているといわれるこの制度は、各国それぞれの事情
によりたて方が異っているため一概にはいえないが、少なくとも受給者側の無拠出を前提とするもの（これが大部
分）については、多かれ少なかれ児童扶養の面での国民のニードに着目し、その全部または一部を公的に、受給者以
外の者の負担によって確保しようとする制度である。この制度は、わが国のように、いかんながら所得制限を受ける
こともあるが、その国民の最低生活保障的機能において、右の無拠出年金に比し、より広汎かつ一般的である点に注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こうして社会保障の所得保障給付における最低保障制、無拠出年金制、児童手当制などの発展は、それぞれの立場
から、かつ従前の伝統的な公的扶助の方式を脱した新しい形において最低生活原則の確立を図る動きとして注目され
るのであるが、このためのさらにより包括的、画一的な新方式として提示されているのが、いわゆる「負の所得税」
（ｚの胸の庁ゴの百８日の円周）構想である。
これは、その先駆的形態を一七九五年のイギリスにおけるかのスピーナムランド制（の□の①口冨三四己の］の冨日）に
求めうるのであるが、一口にいえば、国民のうち、その所得額が一定額、たとえば課税最低限にみたない者に対して、
国がそれ以上の所得を有する者からとりたてた税収からみたない分の一定率の金銭を支給しようとするものである・
これを具体的にどのように構想するかについては、現在様々な案が示されているのであるが、とくにアメリカにおい
（７） 
て真剣に検討がなされ、すでに実験段階に入ったともいわれている。
この制度の利点は、ほとんど対象者の年間所得額（その他はせいぜい世帯構成ていど）だけを目安として、すべて
の国民を包括して、簡便にして確実、かつ画一的な最低所得保障ができる点である。すなわち、現行社会保障におけ
る財源不足による紙付水準の低位性、公的扶助における資産調査の厳格さとそれにともなう屈辱感、社会保険におけ
る、保険原理からくる給付の限界、拠出その他の手続の煩雑さ、制度の乱立にともなう給付内容のアン、ハランスとコ
スト高等々、現行制度がかかえる悩みを一挙に解決できるものとみられ、従来の所得保障方式にかえるに財政的手法
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をもってして、あたかもコムピューター時代に対応する将来の所得保障の有力な形態と目されているのである。
さて、前述の社会の進展、生活水準の向上が要請した最低生活原則から生活維持原則への動向とはまったく逆方向
のこの最低生活原則拡充への動向はなにゆえに生じているのであろうか。またこの一一つの相反する動向は、同じ社会
的発展からの要請として矛盾なく理解できるのであろうか。しかし、Ｇ・・へランは、この最低生活原則拡充（氏によ
れば社会保障における所得補充機能の拡充）の動向は、社会の繁栄とともにかえって要請されるもので今後の社会
保障制度上重要な機能となるであろうことを指摘する。氏は将来において、科学技術の進歩が従来すぐれて経済問題
と考えられていた基本的物資のニードの充足を当該社会の標準に応じて調整し、他方、情報、通信手段の発達が社会
的組織を強化し、そこに豊かさと組織的規律を特色とする新産業社会（ｚの。‐旨冒の耳巨の。Ｑのご）を予測するが、
こういった豊かな社会が形成されるにつれて、その恩恵に浴しえなかった人々に対しては、その所得補充がなさるべ
きである。またより長期的には、自動化と情報化が労働者数の減少をもたらし、そのとき予想される雇用の構造的因
（８） 
難さはやはり労働に基礎をおく給付とは異ったこの種の保障方法が必要となると説く。
このような新産業社会が簡単に出現するとは思われないが、しかし、社会が繁栄すればするほど、そして人々の生
活水準が向上すればするほど、病弱や身体障害その他何らかの事情によってその恩恵に浴しえなかった例外的な人々
に対しては、それだけよけいに保護を加えることの必要性が社会正義の立場から痛感されることは当然であろう。む
しろ繁栄によって国民所得水準の向上がもたらされるとすれば、人々は自己の所得の中断、喪失にみずからそなえる
ことを可能ならしめ、生活維持のための一般的保障制度は不要とさえなるのであり、その場合の社会保障はもっぱら
この例外的不運者の救済に重点が向けられるとさえ考えら仏魂・現にアメリカにおいて「負の所得税」が真険に検討
されているのは、その外形的な経済的繁栄にもかかわらず、内面的には貧困問題が依然として解決されず、それに対
処すべき社会保障はとかく範囲を限定してすべての貧困者を之ハーせず、また各州によって受給資格、給付内容に差
（、）
があるなど、多くの一回できわめて不備があるせいであるといわれている。
このようにして、最低生活原則から生活維持原則への上昇を迫った社会の進展は、逆に最低生活原則の充実をも要
請するのであり、社会保障における最低生活原則はやはり第一義的、基底的意味を将来にまで持続し、また持続すべ
きものであることを銘記しなければならないのである。
（１）この点については、勺・国呂のＨ》《卓【】日日目〕・］Ｑ’四ｍのどのロ巴・ロのご》閂日の目畳・ロロ］臣す。自困のぐ】のゴ）＄「Ｐ］ロ］『参照。こ
れによると、現在、年金保険制度をもつ国のうち、七七％が最低保障制をもつと指摘されている。
（２）老齢年金について、公的負担により、受給者の過去の拠出にかかわりなく、均一額を保障するもので、この上に過去の拠
出に比例する給付が上積みされる。わが国の厚生年金は、昭一一九年の改正によって定額部分が設けられた。
（３）○・句のＨロロ》自用＆⑦、盆○口。□国洋司禺の日の。【のＣＱ巳の①、①の己ｑご）閂貝の日日】。□＆旧ロワ。■吋閃のぐ】のゴ》巴①Ｐ昌胃ｎケ》□・』①『
社会保障年鑑七一年版（上村前掲）五一一頁以下など参照。
（４）最低保障制の趣旨について、勺・国呂の『》○℃・ロ｛・）ご・認参照。
（５）角田「社会保障法の課題と展望」一一一一頁。教授は、わが国における、国民年金法における福祉年金、児童扶養手当、重度
精神薄弱児扶養手当など（このたび成立した児童手当も当然このなかに入れられよう）を社会手当として、従来の公的扶助
と概念上区別される（佐藤教授はこれらにサーヴィス給付を含めて「社会援護」とされる（佐藤「社会保障の法体系」一一一一
．五頁注（５））が、私もこれを支持する。
（６）伝統的公的扶助は、資産調査と補足性の原則によって特色づけられ（全額公費負担であることからの帰結であるが）、これ
らがこの制度のがんとなってきたのであるが、これを克服した近代的、合理的な公的扶助制度の萠芽がここにみられる。こ
れは「社会保険の保険給付と公的扶助との中間に登場」（角田、前掲書四四頁）し、あるいは「公的扶助と社会保険との間
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以上にみたように社会保障における所得比例制は「生活維持原則」として社会保障法体系上の意味が与えられる。
それは最低生活原則Ⅱ均一制が国民の生活保障たる社会保障の第一義的、基本的形態であるのに対し、第二の保障形
態である・均一制から所得比例制への移行は、この「最低生活原則」から、それより一歩前進した「生活維持原則」
への移行を意味するが、それは「戦後」を脱して経済的繁栄をなした社会の当然の要請としてあらわれるものでそ
の根底には、社会の進歩にともなう生存権原理自体の変容、進展がある。
（７）「負の所得税」については、薄井「アメリカの『負の所得税』構想」（ファイナンス一一一八号）、中桐「所得保障の手段とし
ての負所得税」（レファレンス一一一八、二一一○号）など参照。わが国においても、昨年成立した勤労者財産形成促進法の労
働者原案では、勤労者が賃金の一部を一定の財産形成にあてたとき、その勤労者の所得に所得税額がない場合、またはそれ
が少ない場合には、政府が一定額の割増金を支給することとしていた（労働基準一一一一巻一○号）が、これは一の負の所得税
的発想と思われる。なおイギリス年金白書はこの構想を拒否する（白書一○八項以下）。
（８）の・祠①目貫負目ぽの【貝昌の○ｍのｏｎ三⑪の２口ご》・）・ロ・口〔・》□』、ｌ・高藤訳、前掲一一六頁以下。氏は、所得保障として
の社会保障の一般的機能としては、代替的所得の確保（危険のてん補）と所得補充（一一ＩＦの充足）との一一つがあり、この
うちの後者が将来拡張されてゆくであろうことを指摘している。
（９）の・句のＨＨ買爲目ロの【日日のａｍｏＱ巳の①目昌】ご》○℃．Ｏ】（・》己．ご・高藤訳、一○四頁。
（型薄井、前掲参照。
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の第一一一の領域」（佐藤、前掲書一一一一一一頁）とされる。一九六六年のイギリスにおける従来の国民扶助に代る補足給付制（の目‐
ご］の曰の口白ｑ国のロ①茸ののｇの日の）もやはりこの伝統的公的扶助制の近代化の流れに属するとみられる（詳細は角田、前掲書
一一五一一頁以下参照）。
む
す
ぴ
ところが一方、この社会の進歩は「最低生活原則」への回帰とその充実をも要請する。最低生活原則は社会の経済
的繁栄があったとしても、むしろ繁栄があればあるほど必要とされるもので生活保障における第一義的保障原理で
あることにかわりはない。生活維持原則が最低生活原則の充実の上に上乗せされることによって全き社会保障の完成
となる。しかも注意されるべきことは、この最低生活原則への回帰とその充実は、伝統的公的扶助形態の固執の上に
ではなく、より近代的、合理的な新しい扶助形式の模索をともないながらである。
以上のような社会保障法の基本的動向にそってわが法制をみるに、生活維持原則のより一層の進展、とくに所得保
障給付の所得代替率の引上げからより完全な所得保障への前進ｌそれはとくに失業保険金や傷病手当金等の短期給付
については急務であるｌが望まれるとともに、最低生活原則の拡充の面については、とくに長期給付における真正の
最低保障制の確立と、無拠出年金制の拡張、充実、さらにこれと平行して資産調査と補足性の原則の非能率な古典的
公的扶助形態（生活保護法）から脱した新しい扶助形式の模索がなされなければならないであろう。
〔追記〕本稿執筆後、印刷中の段階で、こんどはイギリス保守党政府による年金制度改革の白書が発表された（一九七一・九・
一四、週刊社会保障六四二号以下で村上清氏によって紹介されている）。その内容は、すでに一九七○年の保守党の選挙
公約によって予知されたところであるが、労働党の構想との間には社会保障法理論上興味ある対立を示している。しかし
両党ともベバリッジ構想による均一制の改革を指向する点で基本的に同一方向に立つものであり、今回の新白書の発表も
本稿を改筆するまでの必要はないものと判断し、原文のままで発表する次第である。
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